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要 旨 

 成人支援施設就労移行支援事業を紹介し、振り返る。 

  

1．はじめに 

かがわ総合リハビリテーション成人支援施設・就

労移行支援事業は障害者自立支援法のもと、平成19

年5月、一般就労・復職・在宅就労を目指す障害者

を対象に就労訓練（定員24名）を開始した。当事業

を紹介し、振り返った。 

 

2．障害種別でみた訓練生 

平成18年度以前は身体障害者の就労支援をしてい

たが、障害者自立支援法の発足後、当事業を開始す

るにあたり、3障害を対象とした。精神障害者につ

いては平成19年6月から、知的障害者については、

平成19年8月から、発達障害者については平成21年

12月から受け入れた。（表１） 

（表1：平成25年3月1日現在の訓練生/障害別内訳） 

高次脳機能
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3．訓練を通しての基本的な考え方 

(1) 身体的・精神的な生活の安定が就業生活のベー

スを築く・・・障害特性、就労能力の可能性等

を考慮し、自分に合った働き方を模索していく。 

(2) 施設内訓練と実習の相乗効果を図る・・・実習

の中で得た課題を施設内訓練の中へフィードバ

ックする。一般企業実習から得たビジネスマナ

ー・作業等を取り込み、訓練の質を上げる。仕

事を続けていくには、上司・同僚とのコミュニ

ケーションが重要であるので、コミュニケーシ

ョン力の向上にも積極的に取り組んでいく。 

(3)長期就労を考えると就労前実習経験が大切であ

る・・・就労前に実習経験することで、仕事内容・

環境を確認する。 

(4)障害をオープンにして、就職活動を進める・・・

本人自身も得意、不得意を理解し、企業に特性を

伝え、ジョブマッチングを考える。 

(5)関係機関と就労支援体制をつくる・・・関係機

関と連携し、役割分担して、適切な時期に支援す

ることは、訓練生・支援事業所にとって有効であ

る。 

 

4．週間時間割 

訓練開始時に希望日、希望時間帯を考慮し、1週間

の訓練時間を設定した。1週間計8時間の短時間利用

から始める精神障害者もおり、特別支援学校卒業生

などはフルタイムの日程で始めた。短時間の方も時

間が延びていくことで自信につながった。（表2） 

（表2） 

 

訓練では特性、希望を作業状況・面談から判断し、

最適なプログラムを考えた。また、情報共有が障害

により差別とならないよう、たとえば、聴覚障害者

には、見える情報の提供を可能な限り行う等配慮が

必要であった。 

 

5．訓練内容 

(1)事務系訓練 

・ビジネス系ソフトの学習支援・・・Word、Excel、

PowerPointの学習支援を個人レベルにあわせて

テキストや個別課題の作成により実施した。(写真

1) 

・PowerPointを活用し、プレゼンテーション作

成・・・訓練生の前で発表することでプレゼンテ



（写真4：洗車作

業風景） 

（写真 3：軽作業

風景） 

（写真 6：SST 風

景） 

（写真 5：在宅訓

練風景） 

ーション全般の技術が向上できるようにした。(写

真2) 

・アクセシビリティを意識したホームページ制作、

デザイン・イラスト制作・・・職域拡大を考え、

平成24年度から導入した。 

・資格取得および、スキルアップのための学習支

援・・・コンピュータサービス技能評価試験の受

験準備を支援した。 

・外部受注・・・名刺作成等を実施した。外部受注

用の様式を作成、手続きなどの流れがはっきり分

かるようにした。 

・資格試験の実施・・・コンピュータサービス技能

評価試験を2ヶ月に1回実施した。 

・事務補助作業としては、コピー、資料作成、漢字・

計算ドリル、電卓計算、電話応対等を実施した。電

話応対は聴覚障害者以外全員で行った。チェックシ

ートを作って振り返りができるようにした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)作業系訓練 

軽作業としては、箱折、ビニール折等、個人のレ

ベルに応じて作業内容や完成数量の目標を設定して

提供した(写真3)。用具などの位置は大きな見出し

を作って分かりやすく提示した。当初、手順書がな

く、統一したやり方での指導ができなかった。今で

は、障害特性に配慮し手順書を活用している。座位・

立位での耐久力をみたり、多人数作業を役割分担、

協力しながらの作業状況も確認した。他に、身体を

使う作業として、清掃・園芸・洗車作業を行った。(写

真4)接客サービスは平成24年度に開始した。多種の

作業を経験することで適職を考えた。 

 

 

 

(3)在宅訓練 

平成23年3月から重度身体障害者を対象に開始し

た。インターネット回線を使い、ホームページ、デ

ザイン制作訓練をした。(写真5)ウェブカメラ、ス

カイプを使い、通所の環境をできるだけ提供できる

ようにした。 

 

 

 

 

 

 

 

(4)コミュニケーション支援 

・グループ学習会・・2週間に1回 (3グループに分

かれて実施した。外部講師による講習 (24年度実

績)として、ビジネスマナー (12時間)、メンタル

ヘルス (12時間)等を実施した。SST(ソーシャル

スキルトレーニング)は、月1回、困った時の対処

法をロールプレイにて実施し、振り返りを行った。

実際訓練場面でもコミュニケーションのとり方を

意識して支援した。(写真6) 

 

・ハローワーク、就業・生活支援センター職員によ

る施設内での面接(月1回)(写真7)、担当者による

個別面接相談、就職面接練習等を実施した。 

 

（写真 1：事務系

訓練風景） 

（写真 7：ハロー

ワーク職員によ

る施設内での面

接） 

（写真 2：プレゼ

ンテーション風

景） 

 



（写真 8：予定・

結果報告） 

 

 

就職 
47 人 , 49% 

復職 
7 人 , 7% 

就労継続 Ａ 
2 人 , 2% 

就労継続 Ｂ 
8 人 , 9% 

在宅ワーク 
1 人 , 1% 

家庭復帰 
25 人 , 26% 

その他 
6 人 , 6% 

 

就職・復職者で

56％である。平成

24 年度に在宅ワー

ク者を 1 名輩出し

た。 

事務補助作業での実習実施に向けた準備（精神・女性）事務補助作業での実習実施に向けた準備（精神・女性）

実習について説明、内容を想定した模擬訓練を行う。

・郵便物処理

・アンケート集計
アンケートをエクセルに入力

開封、宛名の記録
テープ貼り

【チェックポイント】

□指示を正しく理解できるか

□ミスなく行えるか

□一人で作業できるか

□終了時に報告ができるか

□分からない時は質問ができるか

□指示者が変わっても対応できるか

・指示書のみでは理解が不十分。
・指示書を一旦読んでから、実際
に作業を見せながら指示すると十
分理解することができる。
・器用ではなく、テープ貼りは若
干苦手意識があるが、練習して頑
張りたいとのこと。

午前、午後の訓練進捗状況の予定・結果報告は、

報告・連絡・相談を意識し実施した。(写真8) 朝

礼、夕礼では、訓練生が司会となり、実施した。 

 

 

(5)自己管理ノート 

日々、作業状況など記入し、メモの取り方を学

んだ。（図1） 

（図1：自己管理ノート） 

 

(6)実習 

実際の職場環境における作業能力や対人技能等の

検証の機会として実施した。（写真9）施設内訓練

のワンステップとして活用することで、適応能力、

職業意識、自信アップなどに効果が上がった。短期

(10日程度)と長期(2～3カ月)の実習を訓練生の状

況、企業側の都合によって調整していった。長期の

実習としては、高等技術学校と連携した障害者委託

訓練1)、ハローワークのトライアル雇用2)等試雇用が

ある。 

就労前に実施することで、訓練生、企業ともに実

状を見極めることができ、長期の就労につながりや

すかった。実習での課題・結果を施設内訓練へのフ

ィードバックすることで、模擬職場として位置付け

ている訓練の活性化、訓練生の積極性助長にも役立

った。 

 

 

 

 

平成22年度ハローワークと連携し、発達障害者の

実習、ステップアップ雇用3)を活用しての就職(ハロ

ーワーク高松で初めて)、全国6か所でモデル的に行

われた経済産業局における知的障害者の実習では、

モデル実習ならではの理想的な実習が行えた。平成

23年度にも人事院での精神障害者の実習でも役立

った。平成24年度は震災の関係で予算が限られる中、

就業・生活支援センターの短期実習制度を効果的に

活用できた。実習に合わせ、その仕事内容を事前に

模擬訓練として再現できるものは施設内訓練で行っ

た。 

(図2) 

 

6．就職 

ハローワーク、就業・生活支援センター、県から

の委託の職場開拓員からの紹介がほとんどであった。

就職にあたっては、本人の状況を伝え、就労条件を

企業と協議した。（図3）(図4） 

 

（図3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（写真9：実習風

景） 

 

 

新体系移行後の就労移行支援終了者の進路(H19.5

～H25.3.15までの96名の状況) 

自己管理ノート自己管理ノート
自己管理ノート 

●朝のチェック 

日付      月     日     曜日 

今日の体調 □良い □ふつう □悪い 理由（                ） 

朝のストレス  (    ％) 理由 

0               50             100 （ ） 

睡眠時間   時   分 ～   時   分   （   時間   分） 

服薬 □不要  □できた □できていない 理由（            ） 

朝食 □食べた □食べていない 理由（                 ） 

●本日の予定 

時間 内容 場所 

   

   

   

   

   

●連絡事項 

 

 

●午前の記録 ●メモ 

予定 ・ 指示されたこと 結果   

    

    

    

    

●午後の記録    

予定 ・ 指示されたこと 結果   

    

    

    

    

●1 日の振り返り 

あいさつ・返事 □できた □できていない 理由（                ） 

時間を守る □できた □できていない 理由（                ） 

夕のストレス  (    ％) 理由 

0               50             100 （  ） 

感想・その他  

 

《職員印》 

【9：00～9：30】

体調、朝のストレス、睡眠、朝食、服薬
を自己チェック

【朝礼】
全体の予定、連絡事項を記録

【訓練】
訓練内容、目標を記録→結果を記録
指示されたこと、教わったこと等をメモ

【15：45】

挨拶、時間厳守できたか、夕のストレス、
感想等を記録



（図4） 

 

下段は新規就職者、上段は復職者である。年々新

規就職者は増加し、就労定着した。 

 

7．アフターフォロー 

就業・生活支援センターとともに支援体制を構築

した。訓練中から、面接を通し関係ができた。ゆる

やかに就業・生活支援センターにアフターフォロー

を委ねた。ジョブコーチが必要な場合、職業センタ

ーとも連携した。就職者の集いを就業・生活支援セ

ンターとともに平成22年度からはじめ、平成23年度

から年2回、実施。（平成24年度には8月に茶話会、

3月にメンタルヘルス講習）就職者の気分転換、友

人つくり、悩み事相談の場となった。 

 

8．関係機関との連携 

・ハローワーク、就業・生活支援センター等からの

就職紹介が多く、マッチングの機会が増えた。 

・職業センターとの連携事業・・・発達障害者就労

訓練プログラムのモデル事業、職員に対し、ジョ

ブコーチ的支援の研修の実施により支援スキルが

向上した。 

・自立支援協議会就労部会としての活動では、雇用

率未達成企業への働きかけ、企業への障害者雇用

の啓発、教育・福祉・労働の関係機関のネットワ

ークにより、一貫した支援体制が可能となった。 

 

9．最後に 

障害者自立支援法発足後、福祉から就労へのスロ

ーガンのもと就労移行支援事業が開始された。訓練

内容などに具体的な指針はなく、思考錯誤のもと当

施設も開始した。福祉事業所が労働を考えなければ

ならないことに戸惑いがあったのも事実である。今、

障害者の就労支援とあわせて、企業の障害者の雇用

促進支援も進めるべきものと考えている。 

施設内訓練では平成25年度にピッキング訓練の

導入を図る。福祉施設での介護補助、清掃業務の求

人も想定し、それに対応した訓練も進めていく。視

覚障害者の就労支援は県内ではニーズに対応できて

いるとは言い難く、事務系訓練の中で充実を図りた

い。 

通所が難しい重度身体障害の方は在宅就労訓練の

導入により就労の可能性を持てた。平成25年度は、

企業にその人材をPRできると考えている。   

特別支援学校では、今後、在学中の就労訓練から

本来の学校生活の充実に方向転換していこうとして

いる。発達障害者の訓練希望者も増えてきている。

その中、就労移行支援事業の役割が大きくなってき

ている。今後も、より訓練の質の向上、個別支援を

充実させ、その期待にそっていきたいと考える。 

 

＜注釈＞ 

1) 障害者委託訓練・・香川県高等技術学校の訓練で、

1ヶ月～3ヶ月の間で実際の作業現場で、作業実習

などを中心とした実践的な訓練。 

 

2) トライアル雇用・・障害者と3ヶ月の雇用契約を

結び、働く様子を見極めた後に改めて雇用契約を

結ぶハローワークの制度。 

 

3) ステップアップ雇用・・精神障害及び発達障害の

ある方を短時間での雇用をし、一定の期間をかけ

て、職場への適応状況をみながら、徐々に就業時

間を延ばしていくハローワークの制度。 
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